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うつ病による休職経験がある労働者の 
プレゼンティーイズムと関連要因の検討
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Examination of presenteeism and related factors of workers who have taken leave due to depression

Hiromi Nakagawa (Department of Psychology, Kobe Gakuin University)

　本研究では，うつ病による休職経験がある労働者のプレゼンティーイズムの関連要因および抑制要
因について検討するために，うつ病による休職経験がある労働者と，メンタルヘルスによる休職経験
のない労働者を対象にWEBによる質問紙調査を行い、その要因について比較検討による分析を行っ
た。その結果，うつ病の休職経験者は，相対的にプレゼンティーイズムや仕事によるストレスを高く
経験しており，上司・同僚サポートやワーク・ファミリー・バランスを低く評価していることが示さ
れた。また，休職経験の有無にかかわらず，SCネガティブ因子が低く，MAASが高いほどプレゼン
ティーイズムは低く，うつ病による休職経験者においては，心理的な仕事の負担（質）やWFBSJの
低いほどプレゼンティーイズムが高い傾向にあることが示された。以上の結果から，うつ病による休
職者への復職支援には，症状へのケアや業務量の配慮だけでなく，再発予防を目的としたマインドフ
ルネスのトレーニングやワーク・ファミリー・バランスの振り返り，仕事の質的な負担軽減につなが
る支援を充実させていくことが必要と考えられる。
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問題と目的
厚生労働省により 3年に一度行われている患者調
査によると，うつ病などの気分（感情）障害（躁う
つ病を含む）の罹患者数は，増加の一途をたどって
いる。年代別にその罹患者の割合を見ると，成人以
降に罹患率が高まり，多くは労働者層の年代と重な
ることがうかがえる（厚生労働省，2017）。DSM-5
によるとうつ病とは，「以下の症状［（1）抑うつ気分，
（2）興味または喜びの著しい減退，（3）体重減少ま
たは増加，（4）不眠または過眠，（5）精神運動焦燥
または制止，（6）疲労感または気力の減退，（7）無
価値観または罪責感，（8）思考力や集中力の減退ま
たは決断困難，（9）死についての反復思考］のうち，

5つ以上が同じ 2週間の間に存在し，病前の機能か
らの変化を起こしている。これらの症状のうち少な
くとも１つは（1）抑うつ気分，または（2）興味ま
たは喜びの喪失である（pp.90-91）」と定義されてい
る（American Psychiatric Association, 2013　日本精神
神経学会監訳　2014）。
うつ病は，比較的社会での認知度は高いが，その
症状が強い間は社会生活を維持することが困難で
あり，症状が回復するまで十分な休養や治療を要す
る。そのため，労働者がうつ病に罹患すると，多く
の場合においては仕事を休職して，医療機関による
薬物療法や心理療法を受けながら，療養に専念する
必要がある（日本うつ病学会，2016）。さらに，う
つ病罹患者は，生涯のうちに平均で 4回抑うつエピ
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ソードを経験すると指摘されており，再発のリスク
が高い疾患でもある（Judd,1997）。また，うつ病に
一度罹患すると，抑うつ症状から回復した状態にお
いても，注意・遂行機能の低下など，一定の認知機
能障害が残存しうることが報告されており（Paelecke-
Habermann et al., 2005），うつ病による休職を経験し
た労働者が職場復帰するためには，症状の寛解まで
の期間のみならず，集中力や注意力の回復のための
準備期間が必要となる。日本うつ病学会（2016）に
おいても，うつ病の回復期には①比較的短時間ごと
に休憩をとる，②処理する事柄に優先順位をつける，
③メモや計画表を積極的につけるなどの工夫を行い
ながらリハビリテーションを行う必要があると示さ
れている。そのため，うつ病による休職者には，た
だ復職するために症状を治療するだけでなく，復職
後の勤務に耐えうる業務遂行力の回復と維持も重要
な支援の対象となる。
うつ病による休復職のように，労働者の健康問題
による業務遂行力，および労働生産性への影響は深
刻とされており，欧米の産業保健や労働科学の分野
が中心となり，プレゼンティーイズム（presenteeism）
という概念を用いてその要因や影響が研究されてき
ている。その先駆けとなった Aronsson et al.（2000）
では，「体調不良・病気で休養を取り仕事を休んだほ
うが良いにも拘わらず仕事に出る」状況を sickness 
presenteeism という概念で表し，適切な休業を阻害す
る要因や sickness presenteeismがもたらす労働生産性
の損失について研究がなされるようになった。これ
らの研究動向について，山下・荒木田（2006），武藤
（2020）における海外の研究に関する文献レビューの
中で，適切な休業を阻害する要因として，労働者の
性格や経済的状況といった個人要因よりも，職場風
土や代替者の有無といった職場要因が多く指摘され
ていること，sickness presenteeismは結果として，労
働者の健康状態の悪化，職場の金銭的コストが医療
的なケアや疾病休業による損失を大きく上回ること
などが示されている。
日本では，このプレゼンティーイズムという概念
を用いた研究はまだ少ない。健康問題全般による
客観的な欠勤・休職の状態がアブセンティーイズム
（absenteeism）であるのに対し，出勤している労働者
の健康問題による労働遂行能力が低下している状態
であり，主観的に測定可能なものをプレゼンティー
イズム（presenteeism）と定義されている（山下・荒
木田，2006）。そしてプレゼンティーイズムは，アブ
センティーイズムよりも企業側の労働損失のコスト
が高く，心理的要因の関連が強いことが指摘されて
いる（東京海上日動保険組合，2015）。また，仕事の
生産性に影響を与える慢性疾患のうち，うつ病・不安，
情緒不安定は，偏頭痛・慢性頭痛と並んで最も労働
障害指数（当該の健康上の問題が労働生産性に悪い
影響を及ぼした頻度）が高かったことも報告されて

いる（和田他，2007）。これらの報告から，うつ病等
の精神障害への支援や予防は，労働者自身の健康問
題にとどまらず，職場組織の生産性を維持するとい
う観点からも重要な課題になっていると考えられる。
次に，メンタルヘルス不調者の復職支援の事例に
ついて分析されている廣他（2017）の研究では，復
職成功者は復職に向けて「産業保健スタッフが介入
していたこと」，「職場の受け入れが良好であったこ
と」，「業務配慮や，産業医と連携があったこと」な
ど，復職後の職場環境や業務の調整が適切であった
ことや職場関係者による支援を受けられたことが共
通点として報告されている。その中で，復職成功者
が有していた職場外の資源として，「家族との関係の
良好さ」や「家族の支援が得られること」など，家
庭内における休復職への理解や支援が得られていた
ことも共通要因として指摘されている。このように，
メンタルヘルスの不調による休職者の職場復帰や復
職後の勤務継続には，職場関係者や家族などの周囲
の人たちによる社会的な支援が重要となっているこ
と示されている。
さらに，うつ病による休職者には継続した支援が
必要であり，主に症状回復までの十分な休養と，回
復期以降には復職に向けたリハビリテーションが必
要となる。Willert et al.（2011）では，メンタルヘル
スの不調（4週間以上の業務ストレスおよび精神症状）
による休職歴がある 102名を対象に，労働者を対象
とする専門の科がある医療機関において認知行動療
法，ストレスマネジメントなどのプログラムにより
介入した群と待機群とを比較した結果，介入群にお
いて 16週間後の休業日数が有意に少なかったことが
示されている。Vlasveld et al.（2013）では，産業保
健センターにおいて 126名のうつ病による休職者を
対象に認知行動療法の技法として問題解決療法や認
知再構成法などを組み合わせたセルフワーク教材を
用いた介入群と非介入群とを比較した結果，休業期
間の差は認められなかったものの，介入群の方がう
つ症状の回復自体は早かったことが示されている。
中川（井上）（2015）でも，国内外のうつ病に対す
る心理療法についてレビューし，Segal et al.（2002　
越川監訳　2007）による，マインドフルネス認知
療 法（Mindfulness-based Cognitive Therapy；MBCT）
は，認知行動療法の中でも特にうつ病の再発予防を
目的に開発された集団によるマインドフルネスのト
レーニングを中心とした技法であり，さらに集団で
行うリワーク機関などの復職支援プログラムにおけ
る実用性も高いことが確認されている。また中川他
（2020）では，うつ病などによる休職者を対象とした
リワークプログラムにおいて，17名の参加者を対象
にMBCTをベースとしたマインドフルネス講座を実
施し，介入群（9名）と待機群（8名）を比較した結
果から，介入群において，セルフ・コンパッション
のポジティブ因子の向上や GHQの身体的症状の軽
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減などの変化が認められたことが示されている。こ
のセルフ・コンパッションとは，自分へのやさしさ，
慈しみ，慈愛，慈悲などと訳され，「苦痛や心配を経
験したときに，自分自身に対する思いやりの気持ち
を持ち，否定的経験を人間として共通のものとして
認識し，苦痛に満ちた考えや感情をバランスがとれ
た状態にしておくこと（p.224）」と定義されており
（Neff,2003），マインドフルネスの実践によるうつ症
状の軽減に関連があることも確認されている（Birnie 
et al.,2010；Keng et al.,2012）。佐江・中川（2022）で
はマインドフルネスの高さがセルフ・コンパッショ
ンのネガティブ因子を軽減し，ストレス反応を軽減
することも報告されている。このように，うつ病に
よる休職者への支援では，原則として主治医の判断
のもと休職による療養や薬物治療に加え，認知行動
療法が有効であると考えられ，認知行動療法のなか
でも特に復職後のうつ症状の再発防止には，MBCT
のようなマインドフルネスのトレーニングを用いた
プログラムが有効と考えられている。
以上のことから，本研究では，うつ病による休職
経験がある労働者のプレゼンティーイズムについて
検討するために，うつ病による休職経験があり現在
復職して就労している者と，メンタルヘルスによる
休職経験のない者との比較を通して，プレゼンティー
イズムの関連要因，および抑制要因について検討す
ることを目的とする。具体的には，職業性簡易スト
レス調査票により仕事のストレス要因および周囲か
らのサポートと，日本語版ワーク・ファミリー・バ
ランス尺度により仕事と家庭のバランスがプレゼン
ティーイズムに与える影響について分析する。さら
に，労働者のプレゼンティーイズムを抑制する要因
の分析として，マインドフルネスやセルフ・コンパッ
ションが与える影響についても検討を行う。

方　法
調査対象者と手続き
オンライン調査会社に依頼し，WEBによる自己回
答式の調査を実施した。回答漏れなどのない，①う
つ病による休職経験がある労働者 535名（男性 282
名，平均 49.6歳，SD=8.47；女性 253名，平均 39.5
歳，SD=9.03），②メンタルヘルス不調による休職経
験のない労働者 600名（男性 300名，平均 50.2歳，
SD=8.39；女性 300 名，平均 39.9 歳，SD=9.68）を
解析対象とした。調査は 2021年 1月下旬から 2月
上旬にかけて実施した。なお，統計解析には SPSS
（Version28）を用いた。

調査内容
フェイスシート項目　個人属性として，婚姻状況，
世帯構成，勤務先業種，役職などについて尋ねた。フェ
イスシート項目の記述統計を Table 1へ示す。なお，

本研究の分析対象者には未婚者や単身者も含まれて
いるが，同居していなくとも単身赴任や，原家族の
中で介護等の家庭内役割を担っている可能性が否定
できないことを考慮し，解析の対象に含めた。

日本版プレゼンティーイズム尺度（荒木田，2016）　
この 1か月間でこころやからだの不調によって「会
議や仕事に集中できない」「仕事上の間違いや失敗を
する」といった仕事への影響について，4件法（まっ
たくない～よくある）で回答を求めた。なお，本尺
度は 7項目から構成されており，合計点が高いほど
プレゼンティーイズム（こころやからだの不調によ
る仕事への影響）が高いことを示す。 

日本版Mindful Attention Awareness Scale（以
下，MAAS）（藤野他，2015）　マインドフルネスの
体験に関する「生じていた感情に後から気づく」「自
分のしていることを意識しないまま，機械的に仕事
や課題を行う」などについて日頃体験する程度を，6
件法（ほとんど全くない～ほとんど常にある）で回
答を求めた。なお，本尺度は 15項目から構成されて
おり，合計点が高いほどマインドフルネスの体験頻
度が高いことを示す。

％
婚姻状況 未婚

既婚
離婚
その他

子の有無 有（同居）
有（別居）
無

要介護者の有無 有（同居）
無（別居）
無

勤務先業種 サービス業
教育、学習支援業
卸売業
金融・保険・不動産業
製造業
運輸・通信・電気等
小売業
建設業
農林漁業
公務員
医療・福祉・保育関係
その他

役職 経営層・役員クラス
部長クラス
課長クラス
係長・主任クラス
一般社員クラス
その他専門職・特別職等

Table 1 
フェイスシート項目の記述統計
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セルフ・コンパッション尺度 12 項目短縮版（以下，
SC）（有光他，2016）　困難に遭遇したときに，自分
自身に対してどのように行動しているかに関する「自
分自身の欠点や不十分なところについて，不満に思っ
ているし，批判的である」などについて 5件法（ほ
とんど全くそうしない～ほとんどいつもそうする）
で回答を求めた。なお本研究では，有光他（2016）
に基づき「ポジティブ因子（自分への優しさ，共通
の人間性，マインドフルネス）」と「ネガティブ因子（自
己批判，孤独感，過剰同一性）」による分析を用いた。

職業性ストレス簡易調査票 57 項目（厚生労働省，
2005）　仕事のストレス要因（心理的な仕事の負担
（量），心理的な仕事の負担（質），自覚的な身体的負
担度，職場の対人ストレス，職場環境によるストレス，
仕事のコントロール度，技能の活用度，仕事の適性度，
働きがい），周囲からのサポート（上司，同僚），仕
事と生活の満足度について，4件法で回答を求めた。
なお，仕事のストレス要因における，心理的な仕
事の負担（量），心理的な仕事の負担（質），自覚的
な身体的負担度，職場の対人ストレス，職場環境に
よるストレスは高得点であるほど高ストレスな状態
にあることを示し，仕事のコントロール度，技能の
活用度，仕事の適性度，働きがいに関しては低得点
であるほど高ストレス状態であることを示す。

日本語版ワーク・ファミリー・バランス尺度（以下，
WFBS-J）（原・藤本，2020）　仕事と家庭のバランス
に関する「私は仕事でも家庭でもその役割の内容を
みんなで話し合って決め，うまくこなしている」「私
は職場の上司と家族が抱く期待に応えられている」
「職場の同僚と家族は，私が期待されることに応えら
れていると言ってくれている」などの設問について，
5件法（全くあてはまらない～全くその通りである）

で回答を求めた。なお，本尺度は 6項目で構成され
ており，合計点が高いほどWFBが良好と評価してい
ることを示す。
倫理的配慮
本研究の実施にあたり，神戸学院大学心理学部の
人を対象とする研究等倫理審査委員会の承認を得て
いる（承認番号：HP20-20）。

結　果
各変数の記述統計と t 検定の結果
休職経験の有無別の各変数の記述統計と t検定の結
果を Table 2へ示す。
まず，プレゼンティーズムの程度に関しては，う
つ病による休職経験者は，メンタルヘルス不調
による休職経験がない者よりも有意に高いことが
示された（ t (1133) = 7.49, p <.001, d = 0.45, 95%CI 
[0.33,0.56] ）。
また，MAAS（ t (1133) = 4.21, p <.001, d = 0.25, 

95%CI [0.13,0.37] ），SCポジティブ因子（ t (1133) 
=1.96, p =.050, d = 0.12, 95%CI [0.00,0.23] ）のような
個人資源に関しては，メンタルヘルス不調による休
職経験がない者の方が高く有しており，SCネガティ
ブ因子に関しては，うつ病による休職経験がある者
の方が高いことが示された（ t (1133) = 8.38, p <.001, 
d = 0.50, 95%CI [0.38,0.62] ）。
仕事のストレス要因については，心理的な仕事の
負担（量）（ t (1133) = 2.76, p =.006, d = 0.16, 95%CI 
[0.05,0.28] ），心理的な仕事の負担（質）（ t (1133) = 
3.09 , p =.002, d = 0.18, 95%CI [0.07,0.30] ），いずれ
においてもうつ病による休職経験がある者の方が
高く感じており，職場の対人ストレス（ t (1076.98) 

プレゼンティーイズム
MAAS得点
SCポジティブ因子
SCネガティブ因子
心理的な仕事の負担（量）
心理的な仕事の負担（質）
職場の対人ストレス
職場環境によるストレス
仕事のコントロール度
技能の活用度
仕事の適性度
働きがい
上司サポート
同僚サポート
WFBS-J
＜.05，** ＜.01,  *** ＜.001

メンタルヘルス不調による
休職経験なし（ =600）

うつ病による
休職経験あり（ =535） 検定の統計量と効果量

値

Table 2 
休職経験別の各変数の記述統計と t検定の結果
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= 5.56, p <.001, d = 0.33, 95%CI [0.22,0.45] ），職場環
境によるストレス（ t (1133) = 3.42, p <.001, d = 0.20, 
95%CI [0.09,0.32] ）に関しても，うつ病による休職
経験者はメンタルヘルス不調による休職経験のない
者よりも有意に高く感じていることが示された。一
方で，仕事のコントロール度（ t (1100.10) = 4.27, p 
<.001, d = 0.26, 95%CI [0.14,0.37] ），仕事の適正度 
（ t (1099.43) = 3.50, p <.001, d = 0.21, 95%CI [0.09,0.33] ），
働きがい（ t (1105.26) = 2.18, p <.001, d = 0.13, 95%CI 
[0.01,0.25] ）に関しては，メンタルヘルス不調によ
る休職経験のない者の方が高く感じている傾向があ
ることが明らかとなった。なお，技能の活用度に
関しては両群において有意な差は認められなかった 
（ t (1087.90) = 1.30, p =.195, d = 0.08, 95%CI [0.04,0.19] ）。
さらに，職場の資源である上司サポート（ t (1133) 

= 2.36, p <.001, d = 0.14, 95%CI [0.02,0.26] ），同僚
サポート（ t (1133) = 4.92, p <.001, d = 0.29, 95%CI 
[0.18,0.41] ）に関しては，メンタルヘルス不調による
休職経験がない者の方が高く認知しており，ワーク・
ファミリー・バランス（WFBS-J）（ t (1078.82) = 4.95, 
p <.001, d = 0.30, 95%CI [0.18,0.41] ）に関しても自分
の望むワーク・ファミリー・バランスがより取れて
いると評価していることが示された。

休職経験別のプレゼンティーイズムの要因
休職経験別にプレゼンティーイズムの関連要因，
および抑制要因について検討するために，プレゼン
ティーイズムを基準変数，MAAS，SC（ポジティブ
因子・ネガティブ因子），心理的な仕事の負担（量），

心理的な仕事の負担（質），自覚的な身体的負担度，
職場の対人ストレス，職場環境によるストレス，仕
事のコントロール度，技能の活用度，仕事の適性度，
働きがい，周囲からのサポート（上司・同僚），仕事
と生活の満足度，WFBS-Jを独立変数とする重回帰
分析を行った（Table 3）。
その結果，メンタルヘルス不調による休職経験が
ない者（R2=.37，p <.001）においては，MAASから
は有意な負の標準偏回帰係数が示され（β=‐.35， 
p <.001），SCネガティブ因子（β=.11，p =.007），心
理的な仕事の負担（量）（β=.20，p <.001），職場の
対人ストレス（β=.10，p =.013）からは正の標準偏
回帰係数が示された。一方，その他の変数からの有
意な標準偏回帰係数は認められなかった。
一方で，うつ病による休職経験がある者（R2=.42，

p <.001）においては，MAAS（β =‐.38，p <.001），
WFBS-J（β =‐.18，p <.001）から有意な負の標準
偏回帰係数が示され，SCポジティブ因子（β=.08， 
p =.031），SCネガティブ因子（β=.10，p =.016），心
理的な仕事の負担（質）（β=.11，p =.016）からは正
の標準偏回帰係数が示された。なお，その他の変数
からの有意な標準偏回帰係数は認められなかった。

考　察
まず，各変数におけるうつ病による休職経験があ
り現在復職して就労している者と，メンタルヘルス
不調による休職経験のない者との t検定の結果，プ
レゼンティーイズムの程度，および技能の活用以外

β β
説明変数 説明変数
　MAAS得点 　MAAS得点
　SCポジティブ因子 　SCポジティブ因子
　SCネガティブ因子 　SCネガティブ因子
　心理的な仕事の負担（量） 　心理的な仕事の負担（量）
　心理的な仕事の負担（質） 　心理的な仕事の負担（質）
　職場の対人ストレス 　職場の対人ストレス
　職場環境によるストレス 　職場環境によるストレス
　仕事のコントロール度 　仕事のコントロール度
　技能の活用度 　技能の活用度
　仕事の適性度 　仕事の適性度
　働きがい 　働きがい
　上司サポート 　上司サポート
　同僚サポート 　同僚サポート
　WFBS-J 　WFBS-J

　　　　　R² 　　　　　R²

＜.05，** ＜.01,  *** ＜.001

メンタルヘルス不調による休職経験なし（ =600） うつ病による休職経験あり（ =535）

基準変数：プレゼンティーイズム

Table 3 
休職経験別のプレゼンティーイズムを基準変数とした重回帰分析の結果
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の仕事のストレス要因は，うつ病による休職経験が
ある者の方が有意に高いことが示された。一方，職
場におけるサポート，ワーク・ファミリー・バラン
スのような職場内外での資源や，マインドフルネス，
セルフ・コンパッションにおけるポジティブ因子の
ような個人の資源に関しては，メンタルヘルス不調
による休職経験がない者の方が有意に高く評価して
いることが示された。
これらの結果から，うつ病に罹患し休職経験のあ
る労働者は，復職後もプレゼンティーイズムのよう
な健康問題による労働遂行力の低下や仕事によるス
トレスについて，メンタルヘルス不調による休職
経験のない労働者と比べて相対的に高く経験して
いるものと考えられる。また，うつ病による復職後
は，特に職場の上司や同僚からサポートを受けなが
ら，生産性の回復・維持と体調管理の両立に努めて
いく必要があるものの，今回の調査からは，仕事の
ストレスによる影響を緩和する要因である上司・同
僚サポートと仕事と家庭生活のバランスの指標であ
るワーク・ファミリー・バランスに関しては，相対
的に低く評価していることが示された。また，プレ
ゼンティーイズムの要因について検討した結果から
は，休職経験の有無にかかわらず，MAASがプレゼ
ンティーイズムの抑制に影響し，SCネガティブ因子
がプレゼンティーイズムの高さに影響を与えている
可能性が示された。これらは，中川他（2020）および，
佐江・中川（2022）による報告を支持する結果と考
えられ，本研究においてプレゼンティーイズムとの
関連が認められたことからも，マインドフルネスが
労働者のメンタルヘルスに加え，労働遂行力を維持
するためにも重要となることが示された。
一方で，休職経験がある者においては，SCポジティ
ブ因子がプレゼンティーイズムに弱い正の影響を与
えていることが示された。SCポジティブ因子は，自
分への優しさ，共通の人間性，マインドフルネスを
含む概念とされている（有光他，2016）。本研究で用
いた荒木田（2016）による日本版プレゼンティーイ
ズム尺度には，この 1か月間でこころやからだの不
調によって「会議や仕事に集中できない」「仕事上の
間違いや失敗をする」といった項目に加え，「より多
くの睡眠休息が必要」「業務手助けが必要」という項
目が含まれている。本研究におけるプレゼンティー
イズムの測定が自己評定によるものであるために，
特に休職経験者では，これらのプレゼンティーイズ
ムの概念に含まれる休息や手助けが必要という評価
が，本来的なプレゼンティーイズムであるこころや
体の不調によるパフォーマンスの低下の程度を意味
することに留まらず，経験的，主観的に自分への優
しさを示す SCポジティブ因子の一部の要素（休息
や手助けを求める必要性に関する評価）と正の疑似
相関を示した可能性もあると考えられる。しかし，
この点においては，本研究における SCポジティブ

因子とプレゼンティーイズムは弱い関連があること
や，有光（2014）でも指摘されているように，自己
評価や自尊心にかかわる概念と併せて分析をして検
討していく必要があり，議論の余地を残す結果と考
えられる。
また，メンタルヘルス不調による休職経験がない
者においては，心理的な仕事の負担（量）や職場の
対人ストレスがプレゼンティーイズムの高さに影響
していたのに対し，うつ病による休職経験がある者
においては，心理的な仕事の負担（質）やWFBS-J
の低さがプレゼンティーイズムの高さに影響してい
る可能性が示された。これらの結果からは，うつ病
による休職者への復職支援の際には，症状へのケア
や復職時の業務量への配慮だけでなく，心理的な仕
事の質的な負担軽減につながる支援が必要であるこ
とが示されている。仕事の質的な負担とは，仕事に
関する知識や技術，集中力などにかかる負担を示す。
そのため，特に休職経験がある者には，支援の中で
仕事に対する適性やかかわり方，キャリアの見通し
について見直す機会や職務に再適応していくための
知識やスキルの再習得を目的とした機会を充実させ
ていくことが望ましいと考えられる。うつ病による
休復職は，当該の労働者のみでなく，家庭内での役
割や家族との関係のあり方にも影響を及ぼす経験で
ある。このような経験を持つ者において，WFBS-Jの
低さとプレゼンティーイズムの高さに関連が認めら
れたという本研究の結果は，廣他（2017）および中
川他（2020）でも指摘されているように，休復職の
経験を機に職場や家庭の人たちとのかかわり方や働
き方そのもの，仕事と家庭生活のバランスについて
振り返り，再構築していくための支援が求められる
ことを示している。
以上のことから，うつ病の休職経験がある者に対
しては，うつ症状のケアや症状管理を目的とした医
療的支援のみでなく，マインドフルネスのトレーニ
ングやワーク・ファミリー・バランスの振り返りを
中心とした心理・社会的な視点からの支援を充実さ
せていくことが重要であり，このことは復職後のプ
レゼンティーイズム予防に貢献するものと考えられ
る。

今後の課題
本研究では，再発・再休職率の高さが課題とされ
ているうつ病による休職経験がある労働者のプレゼ
ンティーイズムの要因について検討するために，う
つ病による休職経験を経て就労している者と，メン
タルヘルスによる休職経験のない者との比較を通し
て，プレゼンティーイズムの関連要因，および抑制
要因について，横断的調査により検討を行った。そ
のため，プレゼンティーイズムの高さを予測する要
因についての因果関係については議論の余地があり，



26 27

中川：うつ病による休職経験がある労働者のプレゼンティーイズムと関連要因の検討

今後はうつ病による休職前後の当該労働者の状態や
休職中に受けた支援などの要因を含めて縦断的に検
討していく必要がある。
また，本研究では休職経験者における休職期間や
休職回数，休職から復帰までの期間などについては
分析に含まれていない。そのため，今後は休職経験
者の状況に合わせた支援のニーズを明らかにしてい
く必要があると考えられる。

利益相反
本研究において開示すべき利益相反関係にある企
業等がないことをここに申告する。
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